茨城県難聴児早期療育・支援等に関する検討委員会設置要項
（目的）
第１条　難聴と診断された子を持つ家族等に対する支援を行うため、保健、医療、福祉及び教育に関する行政機関、医療機関等及び当事者による、日常的な連携や情報交換等を行い、難聴児の治療、療育支援、教育に至るまでの流れ、関係機関の連携による支援の必要性について認識を共有し、円滑な関係を構築するため、茨城県難聴児早期療育に関する検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
（検討事項）　
第２条　委員会では、次の事項を検討する。
　（１）難聴児とその家族等に対する支援に関する課題に関すること。
　（２）新生児聴覚検査後の療育、福祉及び教育（以下「療育体制等」という。）に関する
こと。
　（３）聴覚障害児の療育体制等に関すること。
　（４）その他、聴覚障害児の療育体制等の整備に関する必要な事項に関すること。
（会議の構成）
第３条　委員会は、保健、医療、福祉、教育及び当事者で別表に掲げる関係機関の代表者等から構成する。
２　委員会には、委員長及び副委員長を置く。
３　委員長及び副委員長は委員の互選により選任する。
４　委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。
５　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。
（委員会の開催）
第４条　委員会は、委員長が召集する。
２　委員長は、会議の議長となる。
３　委員長は、必要があると認められるときは，委員以外の者の出席を求め，意見を聞くことができるものとする。
４　委員は、特に支障のあるときは、代理者を会議に出席させることができる。
５　委員会は、原則として年１回開催する。
（委員の任期）
第５条　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠により就任した委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　委員は、再任されることができる。
（事務局）
第６条　委員会の事務局を、茨城県福祉部障害福祉課に置き、委員会の庶務を処理する。
　　付　則
　この要項は、令和４年１２月２７日から施行する。
別表
茨城県難聴児早期療育・支援に関する検討委員会委員名簿
	区分
	所　属

	医　　療
	筑波大学医学医療系　耳鼻咽喉科

	
	筑波大学人間系障害科学域　聴覚障害学

	教　育
	茨城県教育庁学校教育部特別支援教育課

	
	茨城県教育庁学校教育部義務教育課

	
	茨城県立水戸聾学校

	当　事　者
	（一社）茨城県聴覚障害者協会　

	
	聴覚障害児の保護者

	保健・福祉
	茨城県聴覚障害者福祉センターやすらぎ

	
	茨城県市町村保健師連絡協議会

	
	水戸市（中核市）障害福祉課

	
	市町村障害福祉担当課

	
	茨城県福祉部子ども政策局少子化対策課

	
	茨城県福祉部障害福祉課


